
 

 

【報酬】  

 

 

 

 

 

○ 「職務に対する反対給付という報酬の性格を踏まえて定めるべき」

とは、「報酬」が、職務の反対給付と一般的に解されているものである

ことに鑑み、報酬水準の決定に当たり、例えば、扶養手当、住居手当

などに相当するようなものを考慮するといったことは適当ではない

ことを示すものである。 

  なお、医師・歯科医師については、その需給関係を反映して民間に

おける給与が相対的に高いほか、その職務が高度の専門職であり、人

材確保の困難度が極めて高いことなどを考慮し、フルタイムの会計年

度任用職員に支給される初任給調整手当や、地域手当のいわゆる「医

師特例」について、報酬水準の決定に当たって考慮することとして差

し支えない。 

  また、医師・歯科医師以外の職種についても、同様の事情がある場

合に限り、団体の判断により、報酬水準の決定に当たって初任給調整

手当を考慮することも考えられるところである。 

 

 

 

 

 

 

○ 常勤職員及びフルタイム会計年度任用職員に地域手当が支給され

ている場合、パートタイム会計年度任用職員については、地域手当相

当分を報酬単価に加味して支給すべきものと考えられる。 

 

 

 

 

 

○ 地方自治法第２０３条の２第２項によれば、「報酬は、勤務日数に応

じてこれを支給する。ただし、条例で特別の定めをした場合は、この

問１７－１ パートタイムの会計年度任用職員の報酬水準の決定につ

いて、「職務に対する反対給付という報酬の性格を踏まえて定める

べき」とは具体的にどのような趣旨か。 

問１７－３ パートタイムの報酬について、月額制又は日額制のいず

れの方法によるべきか。 

問１７－２ パートタイム会計年度任用職員の報酬水準決定にあた

り、「在勤する地域」を考慮することとされているが、具体的には

どのように取り扱えばよいか。 
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限りでない。」とされているため、基本的には日額で支給することが考

えられるが、各団体の実情に応じて適切に判断されたい。 

 

 

 

 

 

 

○ 問１４－７において、日額又は時間額の月額への換算方法の例を記

載しており、ここでは、１月を２１日として計算している。これは、

人事院規則９―２４（通勤手当）第８条において、給与法第１２条第

２項第１号に規定する運賃等相当額について、回数乗車券等の「通勤

２１回分」とされていることを踏まえたものである。 

 

○ この例を参考とすると、会計年度任用職員を時給で任用する場合の

時給の算出方法としては、給料表に定める月額を１６２.７５（＝７時

間４５分×２１日）で除すことが考えられる。 

 

○ しかし、上記規則のほか、１月の平均勤務日数を厳密に規定した法

令があるものではないため、月額を時給に換算する方法については、

各団体の実情等に応じて行っていただく余地があるものと考えてい

る。 

 

 

 

 

 

○ パートタイムの会計年度任用職員が兼業する場合、労働基準法第３

８条に基づき、勤務時間は通算されることとなる。 

 

○ 一般的には、通算により法定労働時間を超えることとなる所定労働

時間を定めた労働契約を時間的に後から締結した使用者が、労働基準

法第３７条に定める割増賃金を支払うこととされている。（【参考資料

６】（「副業・兼業の促進に関するガイドライン」Ｑ＆Ａ）参照） 

 

○ したがって、既に他の事業主（他の任命権者を含む。）に雇用されて

問１７―４ 会計年度任用職員を時給で任用する場合の時給の算出

方法についての考え方は、給料表に定める額を１５５（＝７時間４

５分×５日×４週）で除するということで良いか。 

問１７－５ パートタイムの会計年度任用職員が兼業する場合の勤

務時間や時間外勤務手当についての考え方如何。 
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いる者を会計年度任用職員に任用しようとする場合には、当該事業場

における所定労働時間を把握し、法定労働時間を超えて公務に従事さ

せた場合には、適切に時間外勤務手当に相当する報酬を支給する必要

があることに留意する必要がある。 

 

○ また、これとは逆に、会計年度任用職員として任用した者が、新た

に他の事業主と労働契約を結ぶ場合についても、前掲の【参考資料６】

（「副業・兼業の促進に関するガイドライン」Ｑ＆Ａ）にあるように、

時間外勤務手当に相当する報酬の支払い義務を負う場合があるため、

当該事業場における所定労働時間を把握する必要がある。 

 

 

 

 

 

○ パートタイムの会計年度任用職員に移行することになるＪＥＴプ

ログラムは、外国語教育の充実等を通じた我が国及び各地域の国際交

流の促進を図るという政策目的の下に行われる職務の特殊性を有し

ていることに加え、外国籍の青年をもって事業に当たらせることや、

全国で円滑に事業を行えるよう在外公館等で一括した募集や派遣を

実施していることなどの事情を有する。 

 

○ 上記のようなＪＥＴプログラム参加者の職務の特殊性等を考慮す

れば、勤務条件等については、全国統一的な取扱いを引き続き担保す

る必要があると考えられる。その際、報酬については、必要な条例の

整備を行った上で、例外的に従前の報酬体系・水準を維持することが

考えられる。 

 

【給付関係その他】 

 

 

 

 

○ 労働基準法第２４条第２項において「賃金は、毎月一回以上、一定

の期日を定めて支払わなければならない。」と規定されているところ

である。 

問１７－６ ＪＥＴプログラム参加者の勤務条件等については、どの

ように取り扱うべきか。 

問１８－１ 会計年度任用職員の給与について、例えば、４月分の給

与を５月に支払っても構わないか。 
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○ この解釈について、「労働法コンメンタール（平成２２年版 労働基

準法 上 厚生労働省労働基準局編）」によれば、「支払期限については、

必ずしもある月の労働に対する賃金をその月中に支払うことを要せ

ず、不当に長い期間でない限り、締切後ある程度の期間を経てから支

払う定めをすることも差し支えない」とされており、設問のような方

法も想定しうるが、この場合においても、常勤職員との権衡には十分

留意されたい。 

 

 

 

 

 

○ 会計年度任用職員に係る給与費の予算や決算における取扱いにつ

いては、先般行った地方公共団体へのヒアリング結果をもとに、関係

部局と検討を進めているところであり、方針が定まり次第速やかにお

示ししたいと考えている。 

 

 

 

 

 

○ 現在のところ、何らかの調査は必要と考えているが、その方法や時

期については関係部局と検討を進めているところであり、方針が定ま

り次第速やかにお示ししたいと考えている。 

 
【社会保険・労働保険】  

 

 

 

 

 

 

○ 地共済法第４３条並びに厚生年金保険法第１５条及び第２２条の

規定により、地共済法が適用されることとなった日の現在の報酬の額

により決定されたい。 

問１８－２ 会計年度任用職員に係る給与費について、予算や決算上

の取扱いはどのようになるのか。 

問１９－１ フルタイムの会計年度任用職員に地方公務員等共済組合

法（以下「地共済法」という。）が適用されることとなった場合、

標準報酬月額は新たに決定するのか。それとも、前の保険者の等級

が引き継がれるのか。 

問１８ー３ 会計年度任用職員は地方公務員給与実態調査の対象とな

るか。 
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○ １年以上ある任用について採用となった日からである。 

 

 

 

 

 

○ 会計年度任用職員については、次の（ⅰ）～（ⅲ）の要件に該当す

る者は、これらの要件に該当するに至った日以後、地方公務員等共済

組合法が適用される。 

 

（ⅰ）任用が事実上継続していると認められる場合において、 

（ⅱ）常時勤務に服することを要する地方公務員について定められて

いる勤務時間以上勤務した日が１８日以上ある月が、引き続い

て１２月を超えるに至った者で、 

（ⅲ）その超えるに至った日以後引き続き当該勤務時間により勤務す

ることを要することとされているもの 

 

○ 具体的には、１年目は厚生年金保険及び健康保険に加入し、２年

目以降、地方公務員等共済組合法及び同法施行令（以下「地共済法

令」という。）上の要件を満たし「職員」となった場合は、２年目の

初日から組合員資格を取得し、各地方公務員共済組合の組合員とな

る。 

 

○ なお、地方公務員共済組合への加入要件は、今般の地方公務員法

改正で変更されていないため、平成３２年４月１日より前の期間で

あっても、地共済法令上の要件を満たして「職員」となった場合は、

組合員資格を取得し、各地方公務員共済組合の組合員となる。 

 

問１９－２ 勤務時間が常勤職員の４分の３未満であるパートタイム

の会計年度任用職員であって、週の所定勤務時間が２０時間以上、

報酬の月額が８．８万円以上であること、学生でないことを満たす

職員が厚生年金・健康保険に加入することとなるのは、任用の期間

が１年以上経過した日からか、それとも、１年以上ある任用につい

て採用となった日からか。 

問１９―３ 会計年度任用職員について、社会保険の適用関係はどの

ようになるのか。 
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【健康診断（労働安全衛生法関係）】  

 

 

 

 

 

 

○ 定期健康診断とストレスチェックは、労働安全衛生法及び労働安全

衛生規則に基づき、常時使用する労働者に対し、１年以内ごとに１回、

定期に実施する必要がある。このため、年度途中に任用された職員や

実施日以降に任用された職員に対しては、任用された日以後１年以内

に実施する必要がある。 

 

【条例規則関係】 

 

 

 

 

＜人事委員会規則等＞ 

○ 職員の競争試験及び選考並びにこれらに関する事務を行うことは、

人事委員会の事務（新地方公務員法第８条第１項第６号）とされてい

るが、人事委員会規則で定めるものについては、当該地方公共団体の

他の機関等に委任することができる（新地方公務員法第８条第３項）

こととされている。このため、人事委員会規則において、会計年度任

用職員に係る競争試験及び選考等について、各任命権者に委任する旨

を定めることも可能である。 

 

○ また、職員の採用・昇任等に関する「一般的基準」（新地方公務員法

第１７条第２項）として、人事委員会において、会計年度任用職員に

係る採用の方法として選考によること、選考の基準・選考方法（経歴

評定、面接評定、筆記試験、実地試験等）などについて規定すること

が考えられる。 

 

＜規則・要綱等＞ 

○ 例えば、知事部局の場合、規則において、人事当局として統一的に

定めておくべき事項（募集の方法等）や、各事業担当部局に委任する

問２０－１ 定期健康診断やストレスチェックは、１年以内ごとに１

回実施することになっているが、年度途中に任用された職員や実施

日以降に任用された職員に対して、いつまでに実施する必要がある

か。 

問２１－１ 会計年度任用職員の任用について、条例・規則等で定め

るべき事項としてどのようなものが考えられるか。 
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範囲（職の内容、任用数、選考の方法等）などについて規定すること

が考えられる。なお、これらの項目や内容については、例えば、職の

内容や任用数を人事当局協議とするなど、各団体の実情に応じて適切

に定めていただきたい。 

 

○ 各事業担当部局が要綱で規定する事項として、規則等により各事業

担当部局に委任された事項（職の内容、任用数、選考の方法等）に応

じて、具体的な内容を規定することが考えられる。例えば、職務の具

体的な内容、任用数は○人とすること、任期は○○とすること、選考

の方法として経歴評定、面接評定、筆記試験、実地試験等のうちいず

れの手法を用いるかなどについて、具体的に定めることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

＜条例＞ 

○ 新地方公務員法第２４条第５項において、勤務条件は条例で定める

こととされており、当省よりお示ししている「職員の勤務時間、休暇

等に関する条例（案）」を参考に、会計年度任用職員の勤務時間、休暇

等について、「その職務の性質等を考慮して、人事委員会規則の定める

基準に従い、任命権者が定める」とするなど、適切に条例に規定する

必要がある。 

 

＜人事委員会規則等＞ 

○ 条例（案）で記載しているとおり、人事委員会規則等において、勤

務時間、休暇等に関するその団体で働く会計年度任用職員全体に適用

される基準を定めることが望ましい。 

 

○ 例えば、勤務時間の基準（常勤職員の一週間当たりの勤務時間を超

えない範囲とすること等）、年次有給休暇を付与するための基準、年次

有給休暇以外の休暇の種類とその内容、といったものが考えられる。 

 

＜規則・要綱等＞ 

○ 人事委員会規則等の基準に従い、各事業担当部局等において、具体

問２１－２ 会計年度任用職員の勤務条件・休暇関係について、条

例・規則等で定めるべき事項としてどのようなものが考えられる

か。 
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的な内容を規定することが考えられる。例えば、勤務時間の具体的な

内容（勤務時間は１日○時間○分とする等）など。 

 

 

 

 

 
〇 会計年度任用職員の給与については、既存の給与条例に規定するこ

と又は非常勤職員（会計年度任用職員）に限った給与条例を制定する

ことが考えられる。また、給付のうち旅費や費用弁償の支給について

は給与条例とは別の条例で定めることも考えられる。 

 

〇 なお、 

・ パートタイムの会計年度任用職員に対しては、報酬及び費用弁

償を支給しなければならないこと（新地方自治法第２０３条の２

第１項及び第３項） 

・ パートタイムの会計年度任用職員に対しては、期末手当を支給

することができること（新地方自治法第２０３条の２第４項） 

・ フルタイムの会計年度任用職員及び臨時的任用職員に対しては、

給料、手当及び旅費を支給しなければならないこと（新地方自治

法第２０４条第１項及び第２項） 

を踏まえ、条例を制定又は改正されたい。 

 

○ また、会計年度任用職員の給与については、他の常勤職員との権衡

や、当該会計年度任用職員の職務の特殊性などを考慮して定めるもの

であることを条例で明記すべきものと考えられる。 

 

（参考例） 

（会計年度任用職員の給与） 

第●条 ・・・にかかわらず、会計年度任用職員に支給する給与は、

他の常勤の職員との権衡、その職務の特殊性等を考慮し、任命権者が

定める。 

 

 

 

 

問２１－３ 会計年度任用職員の給付について、どのように条例を制

定又は改正すればよいのか。 
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○ 臨時・非常勤職員の給与に係る条例の規定については、平成２２年

９月１０日最高裁判決（以下「最高裁判決」という。）において、「条

例において，一定の細則的事項を規則等に委任することは許され得る

としても，職員の給与の額及び支給方法に係る基本的事項を規則等に

委任することは許されない」と判示されている。 

 

○ 会計年度任用職員の給与に係る規定を規則等に包括委任すること

は、最高裁判決の趣旨に反するものと考えられる。 

 

○ 最高裁判決では「基本的事項」及び「細則的事項」の具体的な内容

が示されておらず、どの程度の内容を条例に規定すべきかについては

必ずしも明らかではないが、「地方自治法は，常勤の職員であると非常

勤の職員であるとを問わず，その給与の額及び支給方法を条例で定め

なければならないと規定している」と指摘されていることも踏まえる

と、給与条例の規定内容について、常勤職員と非常勤職員との間に著

しい乖離があることは適切ではない。 

 

○ 各地方公共団体においては、同判決の趣旨を踏まえ、常勤職員の給

与に係る条例の規定内容との均衡に留意しつつ、会計年度任用職員の

給与に係る条例の規定について適切に定められたい。 

 

○ あくまでも参考例であるが、以下の項目については条例に定めるこ

とが望ましいのではないかと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２１－４ 会計年度任用職員の給与について、規則等に包括委任す

ることは差し支えないか。 

91



 

 

＜フルタイム会計年度任用職員＞ 

・ 給付の種類（給料、期末手当等の諸手当（、現物支給する場合には

現物支給）） 

・ フルタイム会計年度任用職員の職種区分並びに各区分の給料の額

（基礎額や上限額等。日額、月額等の別がある場合には、それぞれの

額） 

・ 給与の支給方法及び支給日 

・ 期末手当の基準日、支給方法、支給割合、在職期間別割合等 

・ その他の手当（地域手当、通勤手当、時間外勤務手当等）に係る規

定 

＜パートタイム会計年度任用職員＞ 

・ 給付の種類（報酬、期末手当、費用弁償、現物支給） 

・ パートタイム会計年度任用職員の職種区分並びに各区分の報酬の額

（基礎額や上限額等。時間額、日額、月額等の別がある場合には、そ

れぞれの額） 

・ 給与の支給方法及び支給日 

・ 期末手当の基準日、支給方法、支給割合、在職期間別割合等 

・ 時間外勤務を命じた場合の報酬の支給及びその計算方法 

・ 特殊な勤務を命じた場合の報酬の支給、特殊な勤務の区分、各区分

の勤務１回ごとの額等 

・ 通勤費用に係る費用弁償の支給要件、支給額、支給方法等 

 

なお、規定の仕方については、例えば「常勤の職員の例による」とい

ったものも考えられるところであり、各地方公共団体において適宜判

断されたい。 

  

○ また、問２１－３の３つ目の○や参考例については、基本的事項を

条例に明示した上で、細則的事項を任命権者又は規則等に委ねる場合

の考え方等を参考として示したものである。条例の定め方によっては、

「～にかかわらず」を「～に定めるもののほか」とする等の規定もあ

り得るものと考えられる。 
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１ 関係条例・規則等の制定改廃 

 関係条例・規則等の制定改廃に当たっては、総務省から発出してい

る以下の条例（例）等を参考にしてください（改め文・新旧対照表に

ついては【参考資料７】を参照）。 

【条例】 

○ 職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（案）

○ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（案）

○ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に

関する条例（案）

○ 職員の育児休業等に関する条例（案）

○ 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（例）

○ 職員の退職手当に関する条例（案）

○ 人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（例）

【人事委員会規則】 

○ 職員の臨時的任用に関する規則（案）

○ 職員の条件附任用の期間の延長に関する規則（案）

○ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に

関する規則（案）

Ⅳ 参考条例 
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臨時・非常勤職員に関する調査要領 

 

＜調査の目的＞ 

平成２９年５月１７日に公布された地方公務員法及び地方自治法の改正法を受け、法施行後は、

改正法に基づき特別職非常勤職員の任用及び臨時的任用の適正の確保を図り、常勤職員に近い

勤務形態になっている臨時・非常勤職員については、会計年度任用職員制度に移行し、その任用・

勤務条件の統一的な取扱いが求められることになります。 

このため、人事当局においては、長の補助機関のみならず、各種委員会・委員の補助機関、さら

には附属機関も含め、団体内の全ての機関において、臨時・非常勤職員がどのような任用根拠・勤

務実態で任用されているかについて統一的に把握し、それに基づいて、各任命権者の行う準備に

関し必要な連絡、調整その他の措置を講じることとしております。 

 

＜取りまとめ・提出先＞ 

    ・・・・ 

 

＜調査対象＞ 

１  調査対象は任期や勤務時間の長短にかかわらず、平成２９年度中に在籍する（予定・見込みも

含む。）以下の「２」に該当する全ての臨時・非常勤職員。 

 

２  定数外職員のうち、次の①～③に該当する者。ただし、臨時的に任用している教員等定数扱い

している職員であっても次の①～③に該当する場合は対象とします。 

① 地方公務員法（以下「法」という。）第３条第３項第３号に規定する臨時又は非常勤の顧問、参

与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者として任用とされている者（以下「特別職非常

勤職員」という。） 

② 一般職として期限付任用されている者（一般的に法第１７条に基づく任用とされている者。以

下「一般職非常勤職員」という。） 

③ 法第２２条第２項又は第５項に基づき臨時的任用されている者（以下「臨時的任用職員」とい

う。） 

※１  その他条例、規則、要綱、内部規程等を根拠として当該地方公共団体の定数外職員として

取り扱われている者（任用上の根拠は必ずしも明確ではないものの当該地方公共団体の定

数外職員として取り扱われている者を含む。）については、特別職として任用していれば①、

一般職として任用していれば②として回答してください。 

※２ 次の者は対象とします。 

・ 常勤的非常勤職員（常時勤務に服することを要する職員について定められている勤務時間

以上勤務した日が１８日以上ある月が引き続き１２月を超える職員） 

・ いわゆる日々雇用職員（日々雇い入れられる職員で、一定の任用予定期間を定められてい

るもの） 

※３ 次の者は対象としません（以下「対象外条項等職員」という。）。  

・ 法第３条第３項第２号に規定する委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）
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の構成員の職で臨時又は非常勤の者 

・ 法第２８条の５に基づき任期を定め採用されている者（再任用短時間勤務職員） 

・ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律第５条に基づき任期を定め採用

されている者（任期付短時間勤務職員） 

・ 地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第１項第２号に基づき臨時的任用されている

者及び同法第１８条第１項に基づき短時間勤務職員として任用されている者 

・ 女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律第３条に基づき臨時的任用さ

れている者 

・ いわゆる派遣職員（当該団体と人材派遣会社等との契約により、当該団体に派遣されている

者） 

・ 選挙の実施に伴って採用した臨時・非常勤職員（当該年度の特殊事情によるため） 

なお、定数内職員である次の者も対象外となります。 

・ 法第２８条の４に基づき任期を定め採用されている者（再任用職員） 

・ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律第３条又は第４条に基づき任期

を定め採用されている者（任期付職員） 

・ 地方公共団体の一般職の任期付研究員の採用等に関する法律第３条に基づき任期を定め

採用されている者（任期付研究員） 

・ 地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第１項第１号に基づき任期を定め採用されて

いる者 

 

＜調査表＞ 

１  この様式は、臨時・非常勤職員の職について把握するものであり、例えば、当該年度中に同一人

が複数回任用された場合は、その実態をそれぞれ記載すること。 

 

２  「所属情報」の「部署」の欄は、「本庁」の場合は（部名）から（係）単位まで、「出先機関・施設」の

場合は（機関・施設名）から（課）単位までを記載すること。 

※ 「本庁」は地方自治法第４条に規定する事務所（都道府県庁、市区役所、町村役場）とし、「出

先機関・施設」は「本庁」以外のものとします。 

 

３  「基本情報」について 

・ 「職名」の欄は、（当該団体の条例、規則等で定める「●●報酬一覧」に基づき）記載すること。 

・ 「職種」の欄は、別表から選択すること。 

・ 「任用根拠」の欄は、「特別職非常勤職員」、「一般職非常勤職員」、「臨時的任用職員」のうちか

ら選択すること。 

・ 「性別」の欄は、「女性」、「男性」、「 - 」のいずれかを選択すること。なお、「 - 」は、調査時点

において臨時・非常勤職員の職が「予定・見込み」であるため、その職に任用される者の性別が

不明の場合に選択すること。 

 

４  「主たる職務内容」の欄は 記載例を参考に、「特別職非常勤職員」及び「一般職非常勤職員」に
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ついては当該職員が従事する業務のウエイトが高い順にその内容を記載し、また、臨時的任用職

員については常勤職員の任用を予定しうる地位に現に人が充当されていない場合（新地方公務員

法第２２条の３の対象となる者※）には「常勤職員の欠員代替」と記載し、これに該当しない場合は当

該職員が従事する業務のウエイトが高い順にその内容を記載すること。 

 ※ 新地方公務員法第２２条の３に規定する臨時的任用職員については、フルタイムで任用され、

常勤職員が行うべき業務に従事するとともに、給料及び手当が支給されるもので、必ずしも常勤

職員の病休や産休などによる代替に限定されるものではないことに留意すること（事務処理マニュ

アル P15 参照）。 

 

５  「任期・勤務時間等」について 

・ 「任期」の欄は、記載不要（自動計算）。 

・ 「任用期間」の「終期」の欄は、月の末日まで任用している場合には、「日」の欄に「末」を選択す

ること。 

・ 「１週間当たりの勤務時間」及び「1 週間当たりの勤務日数」の欄は、１週間当たりの勤務時間及

び勤務日数（例えば、月の末日前に任期が終了したことにより最終週のみ週４日勤務となる場

合は、最終週以外の１週間あたりの勤務時間・勤務日数）を記載すること。 

・ 「一日あたりの標準的な勤務時間」の欄は、勤務時間が日によって異なる場合は、任用期間中

の勤務日の平均的な勤務時間を記載すること。 

・ 「1．フルタイム 2．パートタイム」の欄は、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する

職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間である場合には「１」を、一週

間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤

務時間に比し短い時間である場合には「２」を選択すること）。なお、変形８時間制（労働基準法

第 32 条の２）により勤務する者は、変形する前の勤務時間によって判断すること。 

（参考）パートタイムとなる例 

▶ 勤務日が週３日でフルタイムで勤務する場合 

▶ 任期が３日でフルタイムで勤務する場合 

▶ １月のうち、１週目はフルタイム、２週目はパートタイム、３週目はフルタイム、４週目は

パートタイムで勤務する場合 

・ 「再度任用の際の空白期間の設定」の欄は、再度の任用の際に、新たな任期と前の任期の間

に一定の期間（いわゆる「空白期間」）を置いていない場合には「１」を、置いている場合には「２」

を選択すること。 

 

６  「給付関係」について 

・ 「報酬・給料区分」の欄は、地方自治法第２０３条の２に規定する「報酬」、若しくは同法第２０４

条に規定する「給料」による支給のいずれかを選択すること。 

・ 「報酬・給料」の「月額等の区分」の欄は、「月額」、「日額」、「時給」、「年額」、「無給」、「その他」

のいずれかを選択し、「その他」を選択した場合は、その内容を備考欄に記載すること。また、

「額（円）」の欄は、条例・規則等で定める「月額等の区分」に応じた「額」を円単位で記載するこ

と。 
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・ 「通勤手当相当分の支給」の欄は、費用弁償又は通勤手当として支給している場合には「１」を、

支給していない場合には「２」を選択すること。 

・ 「期末手当の支給」の欄は、期末手当として支給している場合には「１」を、支給していない場合

には「２」を選択すること。 

・ 「給付総額（円）」の欄は、当該年度間（４月から翌年３月までの間）の「報酬・給料」のほか、「費

用弁償・手当」を含めた支給総額（税金や社会保険料等の控除前）を円単位で記載すること。ま

た、「期末手当分」の欄は、支給総額の内数として円単位で記載すること。 

 

７ 「任用の適正化後」について 

・ 「任用の適正化後」とは、運用通知及び事務処理マニュアルを踏まえた見直し(予定・見込み）を

いう。 

・ 「任用根拠」の欄は、任用の適正化後において、「会計年度任用職員」、「特別職非常勤職員」、

「臨時的任用職員」、「職の廃止」、「その他」のいずれかを選択し、「その他」を選択した場合は、

その理由と内容を備考欄に記載すること。なお、「職の廃止」は、ＩＣＴの徹底的な活用や、民間

委託の推進等による業務改革を進めることによるものをいう。 

・ 「1．フルタイム型  2．パートタイム型」の欄は、任用の適正化後において、一週間当たりの通常

の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の

時間とする場合には「１」を、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める

職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い時間とする場合には「２」を選択すること（見

込みを含む）。ただし、「職の見直し」により職を廃止する場合は空欄とすること。 

・ 「再度任用の際の空白期間の設定」の欄は、任用の適正化後において、再度の任用の際に、い

わゆる「空白期間」を置かない場合には「１」を、引き続き置く場合には「２」を選択すること。ただ

し、「職の見直し」により職を廃止する場合は空欄とすること。 
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（別表） 職種の分類 

分   類 業  務  内  容  例 

一般事務職員 事務系の常勤職員が通常行う業務に類似する業務を行う者（事務補助職員を

除く。） 

事務補助職員 事務系の常勤職員が通常行う業務に類似する業務のうち、補助業務を行う者 

技術職員 技術系の常勤職員が通常行う業務に類似する業務を行う者 

医師 保健所嘱託医、福祉事務所嘱託医、健康づくり嘱託医、福祉施設医員 等 

医療技術員 薬剤師、臨床検査技師、栄養士、心理技術員、予防接種補助員、歯科衛生士、

理学・作業療法士 等 

看護師 看護師資格を有する者（保健師、助産師、准看護師を除く。） 

保健師等 保健師、助産師、准看護師 等 

保育所保育士 保育士の資格を有する者で現に保育所（認可保育所に限る。）又は幼保連携型

認定こども園に勤務する者。ただし、幼保連携型認定こども園の保育教諭につ

いては、主たる職務の実態等から判断し、「教員 (義務教育以外)」とすること。 

その他保育士

等 

施設保育士、施設内介護職員、介助員、寄宿舎指導員、ホームヘルパー、ガイ

ドヘルパー 等（上記の保育所保育士を除く。） 

給食調理員 学校、給食センター、各種施設等で給食の調理業務に携わる者（調理師免許の

有無を問わない。） 

清掃作業員 ゴミ収集、道路・施設清掃等の清掃業務に従事する者 

技能労務職員 

 

運転手、電話交換手、家畜防疫作業、電気・ボイラー操作、守衛・庁務員 等（

上記の清掃作業員を除く。）（一般事務職員の業務を除く技能・労務系の職務を

行うもの。ただし、学校、給食センター、各種施設等で給食の調理業務に携わる

者(調理師免許の有無を問わない)は、「給食調理員」に分類のこと。） 

教員 

（義務教育） 

学校教育法上の小学校、・中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程

又は特別支援学校の小学部若しくは中学部に勤務する教員（助教諭、講師等） 

教員 

(義務教育以外) 

上記以外の大学、高等学校、幼稚園等に勤務する教員（助教諭、講師等）、研

修講師、児童施設講師 等 

その他の指導・

支援員等 

教育活動等の補助業務を行う、外国語指導助手（ＡＬＴ）、観察・実験アシスタン

ト、特別支援教育支援員、部活動指導員 等 

図書館職員 公立図書館等で、図書館資料の選択・貸出業務・読書案内等に携わる者（司書

及び司書補の資格の有無を問わない。） 

消費生活相談員 消費生活センター等で相談業務に携わる者（資格の有無を問わない。） 

その他 

 

 

館長（公民館館長等）、相談員（交通事故相談員、青少年相談員等（上記の消

費生活相談員を除く。））、指導員（交通安全指導員、国民年金指導員等）、調査

員（統計調査員等）、研究員（埋蔵文化財調査研究員等）、行政協力員（行政連

絡員、駐在員等）、施設管理人（市町村有林管理人等）、奉仕員（森林巡回員等

）、その他（上記以外の職種で臨時・非常勤職員が従事しているもの） 
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勤
務
手
当

※
１

○
○

　
（
報
酬
と
し
て
支
給
可
能
）

期
末
手
当

○
○

勤
勉
手
当

特
殊
勤
務
手
当
等
の

職
務
給
的
手
当

地
域
手
当

特
地
勤
務
手
当

へ
き
地
手
当

－

退
職
手
当

○
（
常
勤
職
員
の
勤
務
時
間
以
上
勤
務
し
た
日
が
1
8
日
以
上

あ
る
月
が
、
引
き
続
い
て
６
月
を
超
え
る
に
至
っ
た
者
）

－

初
任
給
調
整
手
当

△
医
師
等
に
限
り
、
支
給
す
る
こ
と
と
し
て
差
し
支
え
な
い

△
（
医
師
等
に
限
り
、
報
酬
水
準
に
加
味
す
る
こ
と
と
し
て
差
し
支
え
な
い
）

単
身
赴
任
手
当
等

そ
の
他
の
手
当

総
務
省
有
識
者
研
究
会
報
告
書

※
２
や

国
の
非
常
勤
職
員
の
取
扱
い
と
の
均
衡
等
を
踏
ま
え
、

支
給
し
な
い
こ
と
を
基
本
と
す
べ
き
も
の

－

※
２
　
報
告
書
で
は
、
通
勤
手
当
、
時
間
外
勤
務
手
当
、
期
末
手
当
及
び
退
職
手
当
（
フ
ル
タ
イ
ム
の
み
）
に
つ
い
て
適
切
に
支
給
す
べ
き
、
そ
の
他
の
手
当
は

今
後
の
検
討
課
題
と
す
べ
き
と
提
言
。

○
　
　
各
団
体
で
、
勤
務
形
態
、
職
務
の
内
容
や

責
任
、
手
当
の
趣
旨
等
に
留
意
し
つ
つ
、

地
域
の
実
情
等
を
踏
ま
え
支
給
を
判
断

○
（
報
酬
水
準
に
加
味
す
る
こ
と
と
し
て
差
し
支
え
な
い
）

※
１
　
宿
日
直
手
当
、
休
日
勤
務
手
当
、
夜
間
勤
務
手
当
を
含
む
。

各
団
体
に
お
け
る
「
期
末
手
当
」
の
定
着
状
況
等
を

踏
ま
え
た
上
で
の
検
討
課
題
と
す
べ
き
も
の
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地方公務員に適用される休暇等に係る労働基準法等の規定

有給
無給

根拠規定 関係法令

１０日以内（６月間の継続勤務経過後に、勤
務形態等に応じて原則付与）※

有
人規15-15

第3条
１０日以内（６月間の継続勤務経過後に、勤
務形態等に応じて原則付与）

労基法第39条

公民権行使 必要と認められる期間 有
人規15-15第4条

第1項第1号
公民権行使 必要な期間 労基法第7条

官公署出頭 必要と認められる期間 有
人規15-15第4条

第1項第2号
官公署出頭 必要な期間 労基法第7条

現住居の滅失等 連続７日の範囲内の期間 有
人規15-15第4条

第1項第3号

出勤困難 必要と認められる期間 有
人規15-15第4条

第1項第4号

退勤途上 必要と認められる期間 有
人規15-15第4条

第1項第5号

忌引
親族別日数（遠隔地に赴く場合は往復に要
する日数を加えた日数）以内

有
人規15-15第4条

第1項第6号

産前
６週間（多胎妊娠は１４週間）
予定日以後出産の日までの期間を含む

無
人規15-15第4条

第2項第1号
産前

６週間（多胎妊娠は１４週間）以内
予定日以後出産の日までの期間を含む。

労基法第65条

産後 ８週間 無
人規15-15第4条

第2項第2号
産後 ８週間 労基法第65条

保育時間
１日２回各３０分以内
生後１年に達しない子の保育

無
人規15-15第4条

第2項第3号
育児時間

１日２回各々少なくとも３０分
生後１年に達しない子の保育

労基法第67条

子の看護
（小学校就学前）

５日以内（１年度）
（子が２人以上の場合には１０日）

無
人規15-15第4条

第2項第4号
子の看護
（小学校就学前）

５日以内（１年）
（子が２人以上の場合には１０日）

育児・介護休業法
第61条第11項

短期介護
５日以内（１年度）
（要介護者が２人以上の場合には１０日）

無
人規15-15第4条

第2項第5号
介護休暇

５日以内（１年）
（要介護者が２人以上の場合には１０日）

育児・介護休業法
第61条第16項

介護休暇
通算９３日以内
（３回まで分割可）

無
人規15-15第4条

第2項第6号
介護休業

通算９３日以内
（３回まで分割可）

育児・介護休業法
第61条第6項

介護時間
連続する３年以内
（１日２時間まで）

無
人規15-15第4条

第2項第7号
介護時間

連続する３年以内
（１日２時間まで）

育児・介護休業法
第61条第32項

生理日の就業困難 必要と認められる期間 無
人規15-15第4条

第2項第8号
生理日の就業困難 生理日（就業が著しく困難な場合） 労基法第68条

妊産疾病 必要と認められる期間 無
人規15-15第4条

第2項第9号
妊産等による障害

保健指導又は健康診査に基づく指導事項を
守るための勤務時間の変更、勤務の軽減等
必要な措置

男女雇用機会
均等法第13条

公務上の傷病 必要と認められる期間 無
人規15-15第4条

第2項第10号

私傷病
勤務日数に応じて、１０日の範囲内の期間
（１年度）

無
人規15-15第4条

第2項第11号

骨髄等ドナー 必要と認められる期間 無
人規15-15第4条

第2項第12号

妊産婦の健康診査
及び保健指導

１日の正規の勤務時間等の範囲内で必要と
認められる時間（回数制限あり）

無 人規10-7第5条
妊産婦の健康診査
及び保健指導

母子保健法の規定による保健指導又は健康
診査を受けるために必要な時間

男女雇用機会
均等法第12条

妊産婦の休息・補
食

勤務の間、適宜休息・補食するために必要と
される時間

有
人規10-7

第6条第2項
妊産婦の休息・補
食

男女雇用機会
均等法第13条

妊娠中の通勤緩和
正規の勤務時間等の始め又は終わりにつき
１日を通じて1時間を超えない範囲内でそれ
ぞれ必要とされる時間

無 人規10-7第7条 妊娠中の通勤緩和
男女雇用機会
均等法第13条

主
な
職
務
専
念
義
務
免
除

主
な
職
務
専
念
義
務
免
除

保健指導又は健康診査に基づく指導事項を
守るための勤務時間の変更、勤務の軽減等
必要な措置

国家公務員（非常勤職員）等の休暇等

※　採用後６月未満の職員に対し、年次休暇（３日以内）を前倒し付与する制度（夏季年次休暇）あり

年次休暇 年次有給休暇

国家公務員（非常勤職員）

非常勤職員 民間

年
次
休
暇
以
外
の
休
暇

年
次
有
給
休
暇
以
外
の
休
暇
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５日以上 ４日 ３日 ２日 １日

２１７日以上 １６９日～２１６日 １２１日～１６８日 ７３日～１２０日 ４８日～７２日

６月 １０日 ７日 ５日 ３日 １日

１年６月 １１日 ８日 ６日 ４日 ２日

２年６月 １２日 ９日 ６日 ４日 ２日

３年６月 １４日 １０日 ８日 ５日 ２日

４年６月 １６日 １２日 ９日 ６日 ３日

５年６月 １８日 １３日 １０日 ６日 ３日

６年６月以上 ２０日 １５日 １１日 ７日 ３日

私傷病（※２） １０日 ７日 ５日 ３日 １日

妊産疾病

生理日の就業困難

公務上の傷病

公民権行使

官公署出頭

骨髄等ドナー

産前

産後

保育時間

子の看護
（小学校就学前）

短期介護

忌引

現住居の滅失等

出勤困難

退勤途上

介護休暇

介護時間

妊産婦の健康診査及び保
健指導

妊産婦の休息・補食

妊娠中の通勤緩和

必要と認められる期間

必要と認められる期間

※３　勤務日ごとの勤務時間数が同一でない職員にあっては、勤務日１日当たりの勤務時間の５倍（子・要介護者が２人以上の場合にあっては１０倍）
の時間

※１　勤務形態等に応じ、人事院規則１５－１５第３条及び運用通知第３条関係に基づき算定された日数を付与

※２　６月以上の任期が定められている職員又は６月以上継続勤務している職員が対象（週以外の期間によって勤務日が定められている職員で１年間
の勤務日が４７日以下の職員は除く）

主
な
職
務
専
念
義
務
免
除

休暇の内容については、国の非常勤職員の例による。

１日の正規の勤務時間等の範囲内で必要と認められる時間（回数制限あり）

勤務の間、適宜休息・補食するために必要とされる時間

正規の勤務時間等の始め又は終わりにつき１日を通じて１時間を超えない範囲内でそれぞれ必要とされる時間

必要と認められる期間

取得不可

取得不可

通算９３日以内
【①～③を満たした者が対象
①１年以上継続勤務
②指定期間の指定を希望する期間の初日から起算して９３日を経過す
る日から６月を経過する日までの間に任期が満了し、その任期が更新さ
れないこと及び引き続き採用されないことが明らかでない
③１週間の勤務日が３日以上とされている職員又は週以外の期間に
よって勤務日が定められている職員で１年間の勤務日が１２１日以上】

連続３年以内
【①～③を満たした者が対象
①１年以上継続勤務
②１日につき定められた勤務時間数が６時間１５分以上である勤務日が
ある
③１週間の勤務日が３日以上とされている職員又は週以外の期間に
よって勤務日が定められている職員で１年間の勤務日が１２１日以上】

勤務日数別　休暇等取得可能日数等の例

一週間の勤務日の日数

一年間の勤務日の日数

雇
用
の
日
か
ら
起
算
し
た
継
続
勤
務
期
間

（
※
１

）

６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産する予定の者が出産の日まで申し出た期間

出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間

１日２回各３０分以内
【生後１年に達しない子の保育のために必要と認められる授乳等を行う者が取得可能】

 年次休暇　付与日数

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

年
次
休
暇
以
外
の
休
暇

取得不可

勤務日数に応じて、１０日の範囲内の期間
（１年度）

５日（子が２人以上の場合には１０日）以内※３
【６月以上継続勤務している者が取得可能】

５日（要介護者が２人以上の場合には１０日）以内※３
【６月以上継続勤務している者が取得可能】

取得不可

配偶者、父母　連続７日　等常勤職員の例による。
【６月以上の任期が定められている者又は６月以上継続勤務している者が取得可能】

連続７日の範囲内の期間
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